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万 5925人）であるのに対して、青年学校普通科は 13万 468人（男子 5万 7104人、女子 7万 3364
人）であった3）。小学校尋常科卒業後に青年教育系統の教育機関に入学する者のうち、青年学校
普通科に入学するものは 1．2％に過ぎない。また、同じ年の青年学校普通科と本科の生徒数は、
普通科が 23万 6515人（男子 9万 9438人、女子 13万 7077人）であるのに対して、本科は 200













































































































ものである。1941年に施行された国民学校令（1941年 3月 1日勅令 148号）では、1944年度か
らの国民学校高等科の義務化を規定していた。また、国民学校令の制定と同時に青年学校令が改

















































































































































































































































































































































































































されたのが第 3回大会であった。また、12月 5日には、第 4回にあたる全国青年教育大会が静
岡県伊東町において開催され、全国各ブロック代表や青年教育連盟の役員など 300名以上が参加
した65）。第 4回大会では「下級中学校」に関することとともに、「上級中学校」に関する事項に
ついて決議されている。特に、「上級中学校」を「高等学校」とするとともに、この教育を義務
化し、労働基準法や「教育根本法」にこれを明記することなどが掲げられ66）、大会終了後には、
これまでの大会と同様に、GHQや内閣、各政党本部、教育刷新委員会への働きかけがなされた67）。
教育刷新委員会第 13回総会（11月 29日）における「高等学校」教育の義務化をめぐる議論
の中で、安倍能成委員長は「是〔18歳未満の者に対して毎年一定時間普通教育を受けさせるこ
と―筆者注〕は特に青年学校側からの非常に熱烈な御希望なんであります」68）と発言しているこ
とからもわかるように、青年学校関係者の運動は、「青年後期」の教育の義務化をめぐる教育刷
新委員会における議論に大きな影響を与えたのである。
おわりに
本稿では、戦前から機会均等運動を展開していた全国青年学校協会を対象として、文部省や米
国教育使節団、教育刷新委員会における学校制度改革をめぐる動向や憲法改正過程なども視野に
入れながら、その初等後教育制度改革構想の意義を検討してきた。
戦前の運動を継承した第 1回大会の改革案は、第 2回大会の段階では米国教育使節団報告書の
影響を受けて、いわゆる六三三制の学校制度へと変化し、義務教育年限も 9年となった。ただし、
この構想は、全国青年学校協会の大会よりも前に、文部省において検討・立案されていた内容と
同一であった。その意味において、全国青年学校協会の決議は、新たな制度を提案するものでは
なかったといえよう。
また、憲法改正案の義務教育規定が、対象を「児童」とし、その範囲を「初等教育」限定して
いたことについても、文部省はその問題を認識していた。とはいえ、文部省は、憲法において義
務教育の範囲を「初等教育」としていたとしても、「青年前期」の教育の義務化については可能
であるとの解釈をしていた。このことに鑑みれば、「青年学校による機会均等運動の主軸として
の憲法改正案第二四条の修正運動は、前期中等教育の義務制成立に決定的ともいえる影響を与え
た」69）との評価は適切とは言い難い。
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第 3回大会以降の青年学校関係者の運動が、教育刷新委員会において「男女十八才未満のもの
は一ヶ年一定時間の普通教育を受くることとすること」を採択したことに与えた影響は、安倍委
員長の発言からも明らかである。また、これが教育刷新委員会の決議として内閣総理大臣に「報
告」されることにもなった。これに鑑みれば、青年学校関係者の運動の影響は、「前期中等教育」
の義務化よりも、「青年後期」、すなわち初等後教育の後期の義務化をめぐる動向に大きな影響を
与えたと評価すべきである。
たしかに、教育刷新委員会の報告にある「男女十八才未満のものは一ヶ年一定時間の普通教育
を受くることとすること」は、学校教育法に規定されることはなかった。しかし、新制高等学校
制度の発足にあたって、文部省が「希望者全部の入学できることが理想である」70）と希望者全入
の理念が掲げたことは、全国青年学校協会の運動の趣旨を引き継ぐものでもあったといえよう。
1）たとえば、山内太郎編『学校制度』（戦後日本の教育改革第5巻）東京大学出版会、1972年。三羽光
彦『六・三・三制の成立』法律文化社、1999年など。また、赤塚康夫『戦後教育改革と青年学校―
資料で見る機会均等運動の展開―』（クリエイティブ21、2002年）は、青年学校関係者の運動資料を
まとめるとともに、これに関する考察を行っている。
2）赤塚康雄『新制中学校成立史研究』明治図書、1978年、134頁。
3）『大日本帝国文部省年報』（第67年報・下巻）文部省、1946年。なお、同じ年の中等教育系統の初等
後教育機関について確認すると、中学校の入学者は9万4845人、高等女学校12万1110人、実業学校22
万2152人である。
4）前掲『大日本帝国文部省年報』（第67年報・下巻）。
5）赤塚も、青年学校関係者の運動が後期中等教育の義務化を視野に入れていたことは指摘している（前
掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』）。
6）大島宏「敗戦直後における文部省の初等後教育制度改革構想―「中等学校令中改正等ノ件」をめぐっ
て―」『日本の教育史学』第44集、2001年。大島宏「憲法改正過程における教育条項の修正―義務教
育の範囲と青年学校改革案との関係を中心として―」『日本の教育史学』第54集、2011年。大島宏「ア
ジア・太平洋戦争敗戦直後における青年学校カリキュラム改革の動向―「教授及訓練科目要旨」・「教
授及訓練要目」の修正案をめぐって―」『日本教育史学会紀要』第4巻、2014年。
7）全国青年学校協会の詳細は不明であるが、戦前から組織された青年学校関係者による団体である。
戦後初期の大会には各地から参加者があり、全国的な組織であった。
8）前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』64頁。
9）愛知県年師範学校同窓会史編集委員会編『愛知青年師範学校同窓会史』愛知青年師範同窓会、1979
年、39頁。
10）前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』64頁。前掲『愛知青年師範
学校同窓会史』39頁。
11）「全国青年学校教育振興協議大会決議事項」前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等
運動の展開―』148頁～153頁。
12）黒田毅「青年教育は重視されて来たか」『青年教育』創刊号、日本経国社、1946年12月、8頁。
13）前掲「全国青年教育振興協議大会決議事項」。
14）前掲「青年教育は重視されて来たか」『青年教育』創刊号、8頁。
15）青年学校令施行規則（1939年4月26日文部省令第24号）によれば、青年学校普通科の「教授及訓
練時数」は男女ともに年間210時間であった。また、本科については、本科の男子第一学年から第二
学年までと女子（第一学年から第三学年）が年間210時間、本科の男子第三学年から第五学年までは
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年間180時間であった。
16）1930年代の学校制度改革をめぐる動向については、米田俊彦『教育審議会の研究 中等教育改革』
（野間教育研究所、1994年）および米田俊彦『教育審議会の研究 青年学校改革』（野間教育研究所、
1995年）を参照のこと。
17）たとえば、前掲『新制中学校成立史研究』を参照。
18）前掲「青年教育は重視されて来たか」『青年教育』創刊号、7頁。
19）敗戦直後の青年学校の状況や文部省による青年学校教育振興策については、前掲「アジア・太平洋
戦争敗戦直後における青年学校カリキュラム改革の動向―「教授及び訓練科目要旨」・「教授及訓練要
目」の修正案をめぐって―」を参照のこと。また、文部省による初等後教育制度改革構想については、
前掲「敗戦直後における文部省の初等後教育制度改革構想―「中等学校令中改正等ノ件」をめぐって
―」も参照のこと。
20）「生れ変る都青年校 教練を政治へ切換え」『朝日新聞』1945年11月26日付。
21）「青年学校 卒業資格も格上げ 優秀教員の力で虚脱状態に“活”」『読売報知』1946年1月24日付。
22）「青年学校教育ノ振興ニ関スル件」（1945年10月28日発学4号、文部次官発・商工次官宛）『施行文書
原議（局受）綴（総務課関係） 自昭和20年至昭和21年 1』国立公文書館所蔵。「青年学校教育ノ
振興ニ関スル件」（1945年10月28日発学4号、文部省学校教育局長発・東京都長官宛）『終戦ニ伴フ青
年学校関係重要書類』東京都教育局・東京都青年学校教員会・東京都私立青年学校協会、発行日不
詳）。
23）前掲「青年学校教育ノ振興ニ関スル件」（文部次官発・商工次官宛）。前掲「青年学校教育ノ振興ニ
関スル件」（文部省学校教育局長発・東京都長官宛）。
24）前掲「青年教育は重視されて来たか」『青年教育』創刊号、8頁～9頁。
25）「劃一教育改革要綱案」『戦後教育資料』Ⅰ-4、国立教育政策研究所所蔵。
26）戦後教育資料収集委員会編『戦後教育資料総合目録』1965年、1頁。
27）前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』67頁。
28）前掲「青年教育は重視されて来たか」『青年教育』創刊号、9頁。
29）「（第二回）全国青年教育振興協議会議決事項（昭和二十一年六月八、九日於三島市）」前掲『戦後
教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』157頁～159頁。
30）前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』30頁。
31）前掲「青年教育は重視されて来たか」『青年教育』創刊号、9頁。
32）『近代日本教育制度史料』第18巻、講談社、1964年、541頁～542頁。
33）前掲『近代日本教育制度史料』第18巻、542頁。
34）前掲『近代日本教育制度史料』第18巻、542頁。
35）「義務教育は九年制 米使節団の報告書発表」『朝日新聞』1946年4月8日付。「米教育使節団の報告
内容」『読売報知』1946年4月8日付。「米教育使節団、日本教育改革の報告書を提出」『毎日新聞』1946
年4月8日付。
36）文部省による初等後教育制度改革構想については、前掲「敗戦直後における文部省の初等後教育制
度改革構想―「中等学校令中改正等ノ件」をめぐって―」も参照のこと。
37）「文部省 国民学校改革試案要項」『教育新聞』1946年3月23日付。
38）「青年学校制度刷新要綱案」『戦後教育資料』Ⅷ-46、国立教育政策研究所所蔵。
39）「生れる公民実務校」『読売報知」1946年4月16日付。
40）「青年学校教育制度刷新 昭21」国立教育政策研究所所蔵。
41）「画期の憲法案正文 平仮名で口語体」『朝日新聞』4月18日付。「新憲法案の全条文内容 日本国憲
法」『読売報知』4月18日付。
42）「（第二回）全国青年教育振興協議会決議事項（昭和二十一年六月八、九日於三島市）」前掲『戦後
教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』157頁～159頁。
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43）「憲法改正草案関係答弁資料」『田中二郎氏教育関係文書』Ⅰ-144、国立教育政策研究所所蔵。
44）憲法改正過程における教育条項の変化については、前掲「憲法改正過程における教育条項の修正―
義務教育の範囲と青年学校改革案との関係を中心として―」を参照のこと。
45）「全国青年教育大会日程」前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』184
頁～185頁。
46）前掲『愛知青年師範学校同窓会史』42頁。
47）「全国青年教育大会来賓者名」。前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』
185頁。
48）「全国青年教育大会報告書」前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の展開―』178
頁～184頁。
49）前掲「全国青年教育大会報告書」。
50）たとえば、東京都青年学校長会は、1946年3月8日から9日にかけて、大日本教育会と共催で、新
日本青年教育振興協議会を開催している（「青年教育の振興協議」『朝日新聞』1946年3月8日付）。ま
た、牛山は全国青年学校協会の改革案とは異なる「学校教育制度改革私見」をまとめ、米国教育使節
団に働きかけていた（牛山栄治「学制改革問題私見」前掲『青年教育』創刊号）。
51）「第三回全国青年教育大会決議事項」前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で見る機会均等運動の
展開―』クリエイティブ21、2002年、185頁～186頁。
52）前掲『愛知青年師範学校同窓会史』43頁。
53）前掲「全国青年教育大会報告書」。
54）なお、黒田は、1946年12月の『青年教育』誌上で、「青年期の教育を正系化する為には現在の日本
で重大なる根基となるべきものに憲法の義務教育の決定と義務教育費の負担問題がある」と述べ、憲
法改正案の義務教育規定が「初等教育」に限定されていることの問題を指摘している（前掲「青年教
育は重視されて来たか」『青年教育』創刊号、9頁～10頁）。
55）「現行教育法令中憲法改正草案の規程に抵触すると思はれる部分について」（1946年7月16日起案）
『辻田力旧蔵資料』Ⅰ-5-1、国立教育政策研究所所蔵。
56）「憲法改正草案ニ対スル現行法令トノ関係」（学校教育局青少年教育課）『辻田力旧蔵資料』Ⅰ-3-4、国
立教育政策研究所所蔵。
57）この修正に果たした青年学校関係者の役割については、前掲『新制中学校成立史研究』を参照のこ
と。また、修正の経緯は、前掲「憲法改正過程における教育条項の修正―義務教育の範囲と青年学校
改革案との関係を中心として―」を参照のこと。
58）教育刷新委員会は、「教育刷新委員会官制」（1946年8月10日勅令第373号）によって設置された「教
育に関する重要事項の調査審議」を行う合議制の機関である。第1回総会（1946年9月7日）におい
て、山崎匡輔文部次官から「本委員会は、政府で作って居ります臨時法制調査会の教育部門を全面的
にお引受けを願わなければ相成らないという形になって居ります」（日本近代教育史料研究会編『教育
刷新委員会・教育刷新審議会会議録』第1巻、岩波書店、1994年、14頁）と説明されたように、戦後
教育改革における教育制度の構築にあたって重要な役割を果たした。
59）「第二特別委員会中間報告」『教育刷新委員会総会配布資料 第1回～第10回総会1（昭21．3～昭
21．11）』国立公文書館所蔵。
60）「中学校に続くべき教育機関の問題」『教育刷新委員会総会配布資料第11回～第35回総会 2（昭21．11
～昭22．4）』国立公文書館所蔵。
61）前掲『教育刷新委員会・教育刷新審議会会議録』第1巻、235頁。
62）「第5特別委員会中間報告」前掲『教育刷新委員会総会配布資料 第11回～第35回総会 2（昭21．11
～昭22．4）』。
63）「第5特別委員会中間報告追加」前掲『教育刷新委員会総会配布資料第11回～第35回総会 2（昭21．11
～昭22．4）』。
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64）「教育の理念及び教育基本法に関すること外三件」『公文雑纂』昭和22年・第3巻・内閣三、国立公
文書館所蔵。日本近代教育史料研究会編『教育刷新委員会・教育刷新審議会会議録』（第13巻）岩波
書店、1998年、56頁。
65）前掲『愛知県青年師範学校同窓会史』43頁。青年教育連盟は全国青年学校教員会、全国青年学校
協会、全国私立青年学校連名、全国青年学校教員組合、全国青年師範学校同窓会連盟などの青年学校
関係団体が相互に連携し、青年学校教育の発展を図ることを目的として、1946年10月に結成された
（前掲『愛知青年師範学校同窓会史』43頁）。会長には日本青年団副団長の朝比奈策太郎が就任した。
『教育新聞』によれば、8月6日に関係者が集まり、役員の選出や規約を決定している（「『青年教育連
盟』結成」『教育新聞』1946年8月10日付）。
66）「六、三、三、教育制度の具体案（昭和二一、一二、五）」前掲『戦後教育改革と青年学校―資料で
見る機会均等運動の展開―』188頁～191頁。
67）前掲『愛知青年師範学校同窓会史』44頁～45頁。
68）前掲『教育刷新委員会・教育刷新審議会会議録』第1巻、297頁。
69）前掲『新制中学校成立史研究』134頁。
70）「新学校制度実施準備の案内」『近代教育制度史料』第23巻、講談社、1964年、252頁。
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